
四日市市告示第３５５号  

 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要綱を次のように定める。  

  平成２７年８月５日  

四日市市長  田 中 俊 行  

   

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、支援を要する高齢者に対する地域における介護予防・生活支援

の体制づくりを推進するため、介護予防・生活支援に資する活動を実施する市民活

動団体に対して、当該活動の立ち上げに係る経費の一部を予算の範囲内で補助する

ことについて、四日市市補助金等交付規則（昭和 57 年四日市市規則第 11 号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（補助対象者）  

第２条 補助金の交付の対象となる者は、地縁団体、NPO、ボランティア団体等の団

体のうち、公共の利益を目的とした市民活動を実施するものとする。  

（補助対象事業）  

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市内におい

て実施する別表第１に掲げるものとする。ただし、次に掲げる事業は、補助金の交

付の対象としない。  

(1) 既に実施している活動を継続するための事業  

(2) 他の補助制度等により、現に当該事業の経費の一部を負担し、又は補助してい

る事業  

(3) 土地の買収又は整地、建物の建築等個人の資産を形成する事業  

(4) 営利を目的とする活動を立ち上げるための事業  

(5) 宗教的又は政治的な活動を立ち上げるための事業  

(6)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第

2 条第 2 号に規定する暴力団若しくは第 6 項に規定する暴力団員又はその関係者

が運営に実質的に関与している事業  

２ 補助事業は、補助金の交付の決定の日以降に開始し、当該年度末までに完了する

ものとする。  

（補助対象経費）  

第４条 補助の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実施

にかかる経費のうち、別表第２の第２欄に定める経費とする。ただし、他の補助制

度による補助金の交付がある場合は、その補助額は、補助対象経費から除くものと

する。  

（補助金の額）  

第５条 補助金の額は、別表第２の第１欄に定める事業種別ごとに、同表第２欄に定

める対象経費の実支出額から当該補助金以外の収入額（寄付金収入額を除く。）を



控除した額に同表第３欄に定める補助率を乗じて算出した金額以内で、予算の範囲

内において市長が定める。ただし、１２０万円を限度とする。  

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。  

（補助金の交付申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする団体（以下「申請者」という。）は、事業ごと

に四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付申請書（第１号様式）に、

次の各号に掲げる書類を添えて、別に定める日までに市長に提出するものとする。 

(1) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金所要額調書（第２号様式） 

(2) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業実施計画書（第３号様式）  

(3) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支予算書（第４号様式）  

(4) その他市長が必要と認めた書類  

（補助金の交付決定）  

第７条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、当該交付申請に係る書

類を審査し、必要に応じて調査等を行い、補助金を交付すべきと認めたときは、速

やかに交付の決定を行うものとする。この場合において、市長は、補助金の交付の

目的を達成するために必要があると認めたときは、必要な条件を付すことができる。 

２ 市長は、前項の規定による交付決定を行った場合は、四日市市介護予防・生活支

援体制づくり事業補助金交付決定通知書（第５号様式）により申請者に通知するも

のとする。  

３ 市長は、補助金の交付申請の却下を決定した場合は、四日市市介護予防・生活支

援体制づくり事業補助金交付申請却下通知書（第６号様式）により申請者に通知す

るものとする。  

（計画の変更）  

第８条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、補助

事業の内容、経費の配分その他の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとす

る場合又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合は、直ちに四日市市

介護予防・生活支援体制づくり事業補助金変更承認申請書（第７号様式）に関係書

類を添えて、市長に提出し、承認を受けなければならない。  

２ 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認

められる場合であって、補助対象経費全体及び各費目における２０パーセント以内

の変更をいう。  

３ 市長は、第１項の規定による変更承認申請を受理したときは、変更内容を審査し、

前条の規定による補助金交付決定を変更できるものとする。  

（変更決定通知）  

第９条 市長は、前条第３項の規定により補助金交付決定の変更を承認したときは、

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金変更決定通知書（第８号様式）

により補助事業者に通知するものとする。  



（事業実績報告）  

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（事業の中止又は廃止の承認を含

む。）は、当該補助事業が完了した日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に

は、その承認を受けた日）から起算して１５日を経過した日又は当該年度末までの

いずれか早い日までに、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金実績報

告書（第９号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。  

(1) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金精算書（第１０号様式）  

(2) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業実績報告書（第１１号様式）  

(3) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支決算書（第１２号様式）  

(4) その他市長が必要と認めた書類  

（額の確定及び交付）  

第１１条 市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、交付すべき補助金の額（以下「確定額」という。）を確定し、四

日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金確定通知書（第１３号様式。以下

「確定通知書」という。）により補助事業者に通知するものとする。  

２ 補助事業者は、前項の規定による通知を受けたときは、四日市市介護予防・生活

支援体制づくり事業補助金請求書（第１４号様式）により市長に請求しなければな

らない。  

３ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。  

（補助金の概算払）  

第１２条 前条の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるときは、補助金の

交付決定額の９割以内の額を概算払で交付することができる。  

２ 補助事業者は、前項の規定に基づき、概算払による補助金の交付を受けようとす

るときは、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金概算払請求書（第１

５号様式）を市長に提出しなければならない。  

３ 市長は、第１項の規定により概算払で補助金を交付した場合においては、交付す

べき補助金の額を確定した後、概算払で交付した補助金の額（以下「概算払額」と

いう。）が確定額に満たないときは、その差額を交付するものとし、概算払額が確

定額を超えるときは、期限を定めてその差額の返還を命じるものとする。  

（補助金の返還）  

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一

部の返還を命ずることができる。  

(1) 偽りその他の不正手段により、補助金の交付を受けたとき。  

(2) 補助金を交付の目的外に使用したとき。  

(3) 補助事業を中止し、又は廃止したとき。  



(4) 補助金の交付の決定に付した条件に違反したとき。  

(5) 補助事業により立ち上げた活動を、第１５条に定める活動状況の報告の期間内

に中止したとき。  

(6) 前号に掲げるもののほか、補助金の使用が不適当と認めたとき。  

（書類の整備）  

第１４条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、

これを事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受

けた日）の属する年度の終了後５年間、保管しておかなければならない。  

（活動状況の報告）  

第１５条 補助事業者は、補助事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間、当該事業により立ち

上げた活動の状況について、各年度末までに、四日市市介護予防・生活支援体制づ

くり事業活動状況報告書（第１６号様式）により市長に報告しなければならない。 

（調査）  

第１６条 市長は、補助事業の適正な遂行を確保するために必要と認めたときは、補

助事業者に対し報告を求め、又は調査を行うことができる。  

（補助金の評価）  

第１７条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果につい

て十分に検証するものとする。  

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その

他の適切な措置を講じるものとする。  

（補則）  

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、告示の日から施行する。  

（有効期限）  

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、補助決定さ

れた事業については、同日以後も、なおその効力を有する。  

（健康福祉部介護・高齢福祉課）  

  



別表第１（第３条関係）  

 補助事業の内容と条件  

１ 事業種別  ２ 事業内容  ３ 事業の条件  

高齢者日常生活

支援体制整備事

業  

高齢者の日常生活

の支援や見守りを

目的とした訪問活

動を実施するため

の備品等及び組織

の整備  

この事業によって立ち上げる活動は、以下の

すべての要件を満たすものでなければなら

ない。  

１ 利用対象者を、広範囲から受け入れる活

動であること。  

２ 利用対象者として、要支援者及び厚生労

働省告示第１９７号に定める基本チェック

リスト（以下「基本チェックリスト」とい

う。）の記入内容が、同告示に定める基準に

該当した者（以下「基準該当者」という。）

を受け入れるよう努めること。  

３  利用対象者からのサービス利用申し込

みを随時受け付けるとともに、おおむね週

１回以上サービスを提供できる活動である

こと。  

４ 活動の拠点となる事務所を置くこと。  

高 齢 者 介 護 予

防・生きがいづ

くり拠点整備事

業  

高齢者の介護予防

や生きがいづくり

を目的とした通い

の場及びこれを運

営するための組織

の整備  

この事業によって立ち上げる活動は、以下の

全ての要件を満たすものでなければならな

い。  

１ 利用対象者を、広範囲から受け入れる活

動であること。  

２ 利用対象者として、要支援者及び基本チ

ェックリストの基準該当者を受け入れる

よう努めること。  

３  おおむね月１回以上実施する活動であ

ること。  

 



別表第２（第４条関係）  

補助対象経費及び補助率  

１ 事業種別  ２ 補助対象経費  ３ 補助率  

高齢者日常生活支

援体制整備事業  

第１欄に掲げる事業の実施に必要な以下

の経費（ただし、市長が適当でないと認

める経費は除く）。  

(1)報償費、需用費、役務費、委託料、使

用料及び賃借料並びに備品購入費。  

補助対象経費に対す

る 9/10 以内  

高齢者介護予防・

生きがいづくり拠

点整備事業  

第１欄に掲げる事業の実施に必要な以下

の経費（ただし、市長が適当でないと認

める経費は除く）。  

(1)報償費、需用費、役務費、委託料、使

用料及び賃借料並びに備品購入費。  

(2)工事請負費（ただし、補助対象経費全

体の 1/2 を上限とする）。  

補助対象経費に対す

る 9/10 以内  

 



第１号様式（第６条関係） 

 

年  月  日 

 

四日市市長 

 

住 所 

（申請者）団体名 

代表者             印 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付申請書 

 

    年度において介護予防・生活支援事業を実施したいので、四日市市介護予防・生

活支援体制づくり事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金交付申請金額     金           円 

 

２ 添付書類 

(1) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金所要額調書（第２号様式） 

(2) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業実施計画書（第３号様式） 

(3) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支予算書（第４号様式） 

(4) その他関係書類 



第２号様式（第６条関係） 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金所要額調書 
 

 

 

事業名                                    団体名                              

 

（単位：円） 

事業種別 

総事業費 

 

Ａ 

補助対象経費 

支出予定額 

Ｂ 

当該補助金以外

の収入額 

(寄付金を除く) 

Ｃ 

差引額 

（Ｂ－Ｃ） 

Ｄ 

補助基本額 

（Ｄ×9/10） 

Ｅ 

補助上限額 

 

Ｆ 

補助所要額 

 

Ｇ 
総額 (うち工事請負費) 

高齢者日常生活 

支援体制整備事業 
        

高齢者介護予防・

生きがいづくり 

拠 点 整 備 事 業 

  (     )      

合   計   (     )      

 



第３号様式（第６条関係） 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業実施計画書 

 

団体名：                       

 

事業名：                  

事業種別：                                  

＜別表第１から該当する事業種別を記載＞ 

事業に要する費用           円 （うち補助対象分        円） 

活動の内容 

 活動の実施拠
点の所在地 

 
 

利用対象者の
受け入れ範囲 

 

 

利用対象者数
の見込み 

□高齢者全般 （うち要支援・基本チェックリスト該当者【再掲】） 

     人    （       人） 
 
□家族等介護者     □障害者       □その他 

     人          人          人 

 

活動内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体的な活動内容、実施回数等を記載すること。また、活動の有益性を示す情
報として、独自性、効果・評価等について適宜記載すること。 

 

翌年度以降の
実施方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※事業計画の有無、継続した場合に見直される点、財源（県市補助金、独立採算
等）等について記載すること。（見込で可） 

（注）実施する事業ごとに、本計画書を作成すること。なお、１事業につき１枚にまとめること。 



第４号様式（第６条関係） 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支予算書 

 

事業名：                     

 

○収入の部                                単位：円 

科  目 金  額 摘要・内訳 

   

合  計   

 

○支出の部                                単位：円 

科 目 金 額 摘要・内訳 

   

合  計   

上記のとおり相違ありません。 

      年  月  日 

団体名 

代表者                印 



第５号様式（第７条関係） 

四日市市指令  第    号 

 

住 所 

団体名 

代表者 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった四日市市介護予防・生活支援体制づくり事

業補助金については、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要綱第７条の規

定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

      年  月  日 

 

                       四日市市長 

 

 

記 

 

１ 交付決定額      金               円 

 

２ 交付条件 

(1) 四日市市補助金等交付規則、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要

綱を遵守すること。 

(2) 補助金の交付決定通知を受けた後において、補助事業の内容、経費の配分その他の事項

の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合又は補助事業を中止し、若しくは廃止

しようとする場合は、市長の承認を受けなければならない。 

(3) 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認められ

る場合であって、補助対象経費全体及び各費目における２０パーセント以内の変更をいう。 

(4) 概算払により交付された補助金の額が事業完了後に確定した補助金の額を超えるときは、

市長が定める期限までにその差額を返還しなければならない。 

(5) この補助金の交付に係る関係書類は、事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受け

た場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間、保管しておかなければ

ならない。 

(6) 補助事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間、この補助事業により立ち上げた活動の状況について、毎年

度、市長に報告しなければならない。 

(7)  この補助金の交付については、後日、市が監査を行うことがある。 



第６号様式（第７条関係） 

四日市市指令  第    号 

 

 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付申請却下通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった四日市市介護予防・生活支援体制づく

り事業補助金交付申請については、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交

付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり却下することに決定したので通知します。 

 

 

      年  月  日 

 

                       四日市市長 

 

 

 

記 

 

 

１ 却下理由 



第７号様式（第８条関係） 

 

年  月  日 

 

四日市市長 

 

住 所 

（申請者）団体名 

代表者             印 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金変更承認申請書 

 

    年  月  日付け四日市市指令  第   号  で交付決定のあった四日市

市介護予防・生活支援体制づくり事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいの

で、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要綱第８条の規定に基づき申請

します。 

 

記 

 

１ 変更交付申請額     金               円 

 

 （既交付決定額      金               円） 

 

 （変更後の補助金額    金               円） 

 

 

２ 添付書類 

(1) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金所要額調書（第２号様式） 

(2) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業実施計画書（第３号様式） 

(3) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支予算書（第４号様式） 

(4) 変更理由書（変更の理由や内容を記載したもの） 

(5) その他関係書類 



第８号様式（第９条関係） 

四日市市指令  第   号 

 

 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金変更決定通知書 

 

     年  月  日付けで変更承認申請のあった四日市市介護予防・生活支援体制

づくり事業補助金については、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要

綱第９条の規定に基づき、下記のとおり承認することに決定したので通知します。 

 

 

      年  月  日 

 

                       四日市市長 

 

 

記 

 

 

１ 既交付決定額      金               円 

  変更交付決定額     金               円 

  変更後の交付決定額   金               円 

 

２ 交付条件 

       年  月  日付け四日市市指令  第   号   四日市市介護予

防・生活支援体制づくり事業補助金交付決定通知書に付した交付条件を遵守するこ

と。 



第９号様式（第１０条関係） 

 

年  月  日 

 

四日市市長 

 

住 所 

団体名 

代表者             印 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け四日市市指令  第   号  で交付決定のあった四日市

市介護予防・生活支援体制づくり事業を完了（中止・廃止）したので、四日市市介護予防・

生活支援体制づくり事業補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業に要した経費   金           円 

 

２ 補助金交付決定額  金           円 

 

３ 添付書類 

(1) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金精算書（第１０号様式） 

(2) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業実績報告書（第１１号様式） 

(3) 四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支決算書（第１２号様式） 

(4) その他関係書類 

 



第１０号様式（第１０条関係） 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金精算書 
 

 

 

事業名                                    団体名                              

 

（単位：円） 

事業種別 

総事業費 

 

Ａ 

補助対象経費 

実支出額 

Ｂ 

当該補助金以外

の収入額 

(寄付金を除く) 

Ｃ 

差引額 

（Ｂ－Ｃ） 

Ｄ 

補助基本額 

（Ｄ×9/10） 

Ｅ 

補助上限額 

 

Ｆ 

補助所要額 

 

Ｇ 
総額 (うち工事請負費) 

高齢者日常生活 

支援体制整備事業 
        

高齢者介護予防・

生きがいづくり 

拠 点 整 備 事 業 

  (      )      

合   計   (      )      

 



第１１号様式（第１０条関係） 

 

介護予防・生活支援体制づくり事業実績報告書 

 

    団体名：                       

 

事業名：                  

事業種別：                                  

＜別表第１から該当する事業種別を記載＞ 

事業に要する費用           円 （うち補助対象分        円） 

活動の内容 

 活動の実施拠
点の所在地 

 
 

利用対象者の
受け入れ範囲 

 

 

利用対象者数
の見込み 

□高齢者全般 （うち要支援・基本チェックリスト該当者【再掲】） 

     人   （       人） 
 
□家族等介護者     □障害者       □その他 

     人          人          人 

 

活動内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※具体的な活動内容、実施回数等を記載すること。また、活動の有益性を示す情
報として、独自性、効果・評価等について適宜記載すること。 

 

翌年度以降の
実施方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※事業計画の有無、継続した場合に見直される点、財源（県市補助金、独立採算
等）等について記載すること。（見込で可） 

（注）実施する事業ごとに、本報告書を作成すること。なお、１事業につき１枚にまとめること。 



第１２号様式（第１０条関係） 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業収支決算書 

 

事業名：                      

 

○収入の部                                単位：円 

科  目 金  額 摘要・内訳 

   

合  計   

 

○支出の部                                単位：円 

科  目 金  額 摘要・内訳 

   

合  計   

上記のとおり相違ありません。 

      年  月  日 

団体名 

代表者               印 



第１３号様式（第１１条関係） 

四日市市指令  第   号 

 

 

 住 所 

 団体名 

 代表者 

 

 

 

四日市市介護・予防生活支援体制づくり事業補助金確定通知書 

 

    年  月  日付け四日市市指令  第   号  で交付決定した四日市市介

護予防・生活支援体制づくり事業補助金については、四日市市地域支え合い体制づくり事業

補助金交付要綱第１１条の規定に基づき適正と認め、交付決定額のとおり確定します。 

 

 

 

      年  月  日 

 

 

 

                       四日市市長 



第１４号様式（第１１条関係） 

 

年  月  日 

 

四日市市長 

 

 住 所 

 団体名 

 代表者              印 

 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金請求書 

 

     年  月  日付け四日市市指令  第   号  で確定通知があった四

日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金について、下記金額を交付されるよう、

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要綱第１１条の規定に基づき請求

します。 

 

 

記 

 

１ 請求額         金               円 

 

       （交付決定額 金               円） 

 

       （交付済金額 金               円） 



第１５号様式（第１２条関係） 

 

年  月  日 

 

四日市市長 

 

 住 所 

 団体名 

 代表者              印 

 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金概算払請求書 

 

     年  月  日付け四日市市指令  第   号  で交付決定通知のあっ

た四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金のうち、下記金額を概算払いされる

よう、四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金交付要綱第１２条の規定に基づ

き請求します。 

 

 

記 

 

１ 請求額         金               円 

 

       （交付決定額 金               円） 



第１６号様式（第１５条関係） 

 

年  月  日 

 

四日市市長 

 

住 所 

団体名 

代表者              印 

 

四日市市介護予防・生活支援体制づくり事業活動状況報告書 

 

     年  月  日付け四日市市指令  第   号  で確定通知のあった四日市

市介護予防・生活支援体制づくり事業補助金により立ち上げた活動の状況について、下記のと

おり報告します。 

 

記 

 

１ 活動の内容について 

事業名： 

事業種別： 

＜別表第１から該当する事業種別を記載＞ 

活動の実施拠点

の所在地 

 

利用対象者の受

け入れ範囲 

 

利用対象者数 

〔３月３１日現在

利用（登録）実人

数〕 

□高齢者全般 （うち要支援・基本チェックリスト該当者【再掲】） 

     人   （       人） 
 
□家族等介護者     □障害者       □その他 

       人          人          人 

活動内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※具体的な活動内容、実施回数等を記載すること。また、必要に応じて活動

状況がわかる資料を添付すること。 



 


